
公益財団法人 明るい選挙推進協会

●　「明るい選挙」とは、有権者が主権者としての自覚を持って進んで投票に参加し、選挙が公

明かつ適正に行われ、私たちの意思が正しく政治に反映される選挙のことです。そして、こ

れを進めるための行政と民間が一体となった運動を「明るい選挙推進運動」といいます。

　　明るい選挙推進運動は、①選挙違反のないきれいな選挙を行うこと、②有権者がこぞって投

票に参加すること、③有権者が普段から政治と選挙に関心をもち、候補者の人物や政見、政

党の政策などを見る眼を養うこと（政治意識の向上）を目的とした運動です。

●　明るい選挙推進運動の発端は戦後の選挙違反の増大でした。その数は減ってきていますが、

皆無になったわけではありませんし、政治家の寄附禁止に関する事件は今日でも後を絶たな

い状況です。

　　一方、近年は投票率の低下が大きく、運動の重点はこちらに移ってきています。特に、若

い世代の投票率の低さには憂うべきものがあります。若い世代に政治や選挙に対して関心を

もってもらうこと、投票率を向上させることは焦眉の課題です。

●　平成23年には、50年以上続いてきたこの運動の現状と課題を明らかにし、時代に即した

常時啓発事業のあり方を研究・検討するために「常時啓発事業のあり方等研究会」が総務省

に設置されました。その最終報告書では、「今や社会的知識の欠如や政治的無関心では通用

しない社会になっている。政治を決めるのは最終的には有権者の資質である。数多くの課題

に対処し、適切な選択を行うためには、高い資質を持った主権者、すなわち、国や社会の問

題を自分の問題として捉え、自ら考え、自ら判断し、行動していく新しい主権者像が求められ

ている」とし、「これからの運動は、あらゆる世代において自立した主権者をつくることを目指し、

新たなステージ「主権者教育」に向かわなければならない」と提言しています。

　　この提言を受け、全国各地で、明るい選挙推進協議会の委員や推進員の方々が、様々な

活動に取り組んでいます。
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　私たちが、よりよいくらしを願って、私たちの代わりにその
思いを実現してくれる人々を選ぶ、それが「選挙」です。
　ところが若い有権者を中心に投票を棄権する人が後を絶た
ず、特に地方選挙では投票率が50％を割ることも珍しくあり
ません。国やまちの行方を決める選挙が、一部の人の意見で
決まってしまっては、健全な民主主義社会とは言えません。
　ベストな候補者がいなければ、ベターな候補者を選ぶなど、
棄権することなく、大切な一票を有効にいかすために、この冊
子で「選挙」について学んでいきましょう。

　国会議員、都道府県知事、都道府県議会議員、市区町村長、
市区町村議会議員のような公職に就く人を投票で選ぶこと。
日本国憲法第15条は「公務員を選定し、及びこれを罷免する
ことは、国民固有の権利である」とし、また「公務員の選挙に
ついては、成年者による普通選挙を保障する」と規定していま
す。私たちが選挙をするにあたっては、その行為を誰からも侵
されてはならないし、侵すこともできないのです。そしてこの
理念に基づく選挙が行われることによって、わが国の民主政治
が支えられています。
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